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2021年４月の DATASALAD 有効求人件数 
 ～緩やかに持ち直すも第４波により一部地域では陰り 
   

 

2021 年５月 11 日 

公益財団法人九州経済調査協会 事業開発部 

 

九経調 DATASALAD では、景気、産業、社会に関する政府統計に加え、API やスクレイピングによって日々

収集したインターネット上のビッグデータを、地域の景気や産業の動向を分析する指標として加工、可視化し

ている。 

本稿では、ハローワークインターネットサービスに掲載されている求人件数を集計した「就業地別有効求人

件数1」を活用し、新型コロナウイルス感染拡大の影響が続く 2021 年４月の雇用動向を分析する。なお本統計

の特徴は、厚生労働省公表の統計より１カ月ほど早く傾向をつかめる即時性、また求人を出した企業の所在地

ではなく、実際の求人がある就業地別の値を捉えている点にある。 

 

DATASALAD：https://datasalad.jp/ 

 

1．全国の有効求人件数：2021年４月は全国で前年比＋3.8%の増加、21ヶ月ぶりのプラス 

2021 年４月における全国の有効求人件数は 1,081,218 件となった。前月比は▲2.6%と４カ月ぶりにマイナス

になったものの、前年比は＋3.8%となり、マイナスに転じた 2019 年８月以来、21 ヶ月ぶりにプラスへ転じた。 

前月比がマイナスとなったのは、コロナ要因ではなく、季節要因が主因とみられる。表１に有効求人件数の

前月比推移と、厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数（原数値）のコロナ禍前における前月比平均（期

間：2010～19 年）を示しているが、４～５月は例年、求人数が反転減する月であり、過去の平均と比較すると

2021 年４月の減少幅は大きくない。 

前年比がプラスとなった要因は、2020 年 4 月の第１波による緊急事態宣言の影響により、有効求人件数は

前年比▲24.4%と大幅に下落したため、そこからの反動増によるものである。第１波以前の水準には遠く及ば

ないものの、前年同月の水準を上回ったことから雇用は緩やかな回復基調にあると判断している。 

前年比が前年の水準を上回っていることから、全国的には感染拡大によるまん延防止措置・緊急事態宣言の

影響は４月までのところ限定的であると推測できる。ただし、後述する通り当該措置の対象地域では一定程度

の影響がみられる。  

 

 

 

 
1ハローワークインターネットサービスより就業地別求人情報の掲載件数を毎日取得し、「就業地別有効求人件数」として

掲載している。月次値については、各月における有効求人件数の最大値としている。なお、取得する求人区分は「一般求

人」「新卒・既卒求人」で、またハローワークインターネットサービスの仕様変更によりデータが取得できなかった 2020

年 1 月については、厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数を用いて補間した。 
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図１ 有効求人件数の推移（全国） 

 

資料）九経調 DATASALAD 

 

表１ 有効求人数（原数値）、有効求人件数の前月比（全国） 

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」、DATASALAD より九経調作成 
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2．地域ブロック別有効求人件数：２地域で前年比マイナス 九州は回復基調            

2021 年４月の就業地別有効求人件数を地域ブロック別にみると、前年比は全国 12 ブロック中２地域でマイ

ナスとなった（表２、３）。前年比がマイナスとなったのはブロック内の全４都県にまん延防止等重点措置/緊

急事態宣言が発出された南関東（前年比▲3.9%）、ブロック内の全１県でまん延防止等重点措置が発出された

沖縄（同▲1.3%）の２地域である。また前年比プラスではあるものの、ブロック内の３府県で緊急事態宣言が

発出された近畿（前年比＋1.3%）がこれに続く低水準となっている。これらの地域では、感染拡大による措置・

宣言を受けて求人を差し控える動きが一定程度あったと推測される。 

九州における 2021 年４月の有効求人件数は 140,701 件となり、前月比は▲2.2%と 11 カ月ぶりに減少した

が、前年比は＋10.7%となった。コロナ前の水準との比較を示す対 2019 年同月比でも▲14.8%にまで回復して

おり、2020 年４月以降で前年同月からの減少幅が最も小さくなった。 

 

表２ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年４月） 

 
資料）九経調 DATASALAD 

 

表３ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年４月） 

＜前月比順位＞                     ＜前年比順位＞ 

      

資料）九経調 DATASALAD  

(単位：件・％)

前月比 前年比 対2019年同月比

全国 1,081,218 ▲ 2.6% 3.8% ▲ 21.5%

北海道 47,912 ▲ 2.0% 8.7% ▲ 12.4%

東北 94,355 ▲ 2.8% 10.5% ▲ 16.7%

北関東 59,995 ▲ 2.9% 5.3% ▲ 18.5%

南関東 218,526 ▲ 2.9% ▲ 3.9% ▲ 26.8%

甲信越 57,476 ▲ 1.3% 12.2% ▲ 18.4%

東海 121,158 ▲ 2.6% 1.5% ▲ 26.6%

北陸 35,925 ▲ 0.3% 8.5% ▲ 21.3%

近畿 164,848 ▲ 3.2% 1.3% ▲ 24.0%

中国 85,752 ▲ 2.9% 4.4% ▲ 19.9%

四国 43,993 ▲ 2.8% 5.3% ▲ 15.4%

九州 140,701 ▲ 2.2% 10.7% ▲ 14.8%

沖縄 10,749 ▲ 4.7% ▲ 1.3% ▲ 29.0%
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3．都道府県別の有効求人件数：11都府県で前年比マイナスに  

2021 年４月の就業地別有効求人件数を都道府県毎にみると、前年比は 36 道県でプラス、11 都府県でマイナ

スとなった（表４、５）。前年比が最も低かったのは東京都（前年比▲6.3%）で、以降は千葉県（同▲5.4%）、

愛知県（同▲4.0%）と続く。対して前年比が最も高かったのは高知県（同＋16.2%）で、以降は山梨県（同＋

15.8%）、福井県（＋15.6%）と続く。 

前年比がマイナスになった都府県をみると、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言の対象となった埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、沖縄県などであった。また対象地域ではない愛知県、奈良県、

岡山県、香川県なども前年比がマイナスとなった。これらの地域では前年比・対 2019 年同月比ともに全国平

均を大幅に下回っており、三大都市圏と関西周辺地域、及び沖縄県では雇用の回復が遅れている。 

九州地域においては、前年比は沖縄県を除く８県で全国平均より高い。なお前月比は季節要因等により全県

でマイナスとなり、特に沖縄県（前月比▲4.7%）、熊本県（同▲3.0%）ではマイナス幅が大きかった。 

 

表４ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年４月） 

 
資料）九経調 DATASALAD  

(単位：件・％)

前月比 前年比 対2019年同月比 前月比 前年比 対2019年同月比

全国 1,081,218 ▲ 2.6% 3.8% ▲ 21.5% 24 三重県 三重県 15,700 ▲ 3.1% 1.9% ▲ 24.1%

 北海道 47,912 ▲ 2.0% 8.7% ▲ 12.4% 25 滋賀県 滋賀県 12,396 ▲ 4.1% 6.1% ▲ 22.4%

 青森県 13,806 ▲ 2.2% 12.6% ▲ 13.8% 26 京都府 京都府 24,195 ▲ 2.4% ▲ 1.0% ▲ 20.2%

 岩手県 13,944 ▲ 2.1% 11.3% ▲ 17.2% 27 大阪府 大阪府 66,664 ▲ 3.7% ▲ 0.5% ▲ 27.9%

 宮城県 21,454 ▲ 3.3% 8.6% ▲ 22.5% 28 兵庫県 兵庫県 41,937 ▲ 3.0% 2.7% ▲ 23.1%

 秋田県 13,732 ▲ 2.1% 12.2% ▲ 6.4% 29 奈良県 奈良県 10,970 ▲ 2.2% ▲ 1.3% ▲ 19.4%

 山形県 12,502 ▲ 3.7% 8.6% ▲ 18.5% 30 和歌山県 和歌山県 8,725 ▲ 1.4% 11.6% ▲ 13.3%

 福島県 18,954 ▲ 4.1% 8.0% ▲ 17.9% 31 鳥取県 鳥取県 7,816 ▲ 0.1% 11.0% ▲ 16.3%

 茨城県 23,827 ▲ 3.2% 7.7% ▲ 18.0% 32 島根県 島根県 10,291 ▲ 2.9% 8.5% ▲ 12.3%

 栃木県 18,647 ▲ 2.0% 5.3% ▲ 19.9% 33 岡山県 岡山県 22,757 ▲ 4.9% ▲ 0.8% ▲ 20.9%

 群馬県 17,523 ▲ 3.6% 1.5% ▲ 17.8% 34 広島県 広島県 28,733 ▲ 2.1% 0.6% ▲ 23.2%

 埼玉県 42,215 ▲ 3.3% ▲ 0.7% ▲ 22.7% 35 山口県 山口県 16,163 ▲ 2.5% 10.1% ▲ 18.2%

 千葉県 35,362 ▲ 3.1% ▲ 5.4% ▲ 26.1% 36 徳島県 徳島県 8,491 ▲ 3.4% 8.0% ▲ 12.6%

 東京都 91,376 ▲ 3.0% ▲ 6.3% ▲ 30.4% 37 香川県 香川県 11,974 ▲ 3.5% ▲ 1.0% ▲ 20.8%

 神奈川県 49,579 ▲ 2.1% ▲ 1.0% ▲ 23.3% 38 愛媛県 愛媛県 15,391 ▲ 3.2% 3.7% ▲ 15.8%

 新潟県 24,973 ▲ 1.1% 8.9% ▲ 20.8% 39 高知県 高知県 8,147 ▲ 0.3% 16.2% ▲ 8.4%

 富山県 12,787 0.2% 5.8% ▲ 23.1% 40 福岡県 福岡県 46,170 ▲ 2.3% 8.2% ▲ 19.5%

 石川県 11,980 ▲ 2.0% 5.0% ▲ 27.3% 41 佐賀県 佐賀県 10,128 ▲ 1.6% 9.7% ▲ 13.3%

 福井県 11,164 1.2% 15.6% ▲ 11.0% 42 長崎県 長崎県 14,289 ▲ 1.9% 12.6% ▲ 14.9%

 山梨県 8,645 ▲ 0.4% 15.8% ▲ 14.9% 43 熊本県 熊本県 19,930 ▲ 3.0% 9.4% ▲ 14.4%

 長野県 23,858 ▲ 1.8% 14.0% ▲ 17.1% 44 大分県 大分県 13,594 ▲ 1.5% 9.0% ▲ 17.4%

 岐阜県 20,732 ▲ 3.1% 7.0% ▲ 21.7% 45 宮崎県 宮崎県 14,134 ▲ 1.7% 13.4% ▲ 10.3%

 静岡県 30,521 ▲ 2.9% 6.6% ▲ 24.9% 46 鹿児島県 鹿児島県 22,478 ▲ 2.3% 15.0% ▲ 7.2%

 愛知県 54,205 ▲ 2.2% ▲ 4.0% ▲ 30.0% 47 沖縄県 沖縄県 10,749 ▲ 4.7% ▲ 1.3% ▲ 29.0%

2021 04 2021 04



 

 

 
5 

 

 

表５ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年４月） 

＜前月比順・上位＞                  ＜前年比順・上位＞ 

   

 

 

＜前月比順・下位＞                 ＜前年比順・下位＞ 

   

資料）九経調 DATASALAD 
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